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（１）
町
税
等
の
歳
入
確
保
と
負
担
の
適

　
正
化

①
高
齢
者
入
浴
助
成
事
業
利
用
者
負

　
担
金
の
改
正

　
町
は
、
町
内
に
居
住
す
る
70
歳
以

上
の
高
齢
者
が
、
町
内
の
入
浴
施
設

を
利
用
す
る
場
合
に
入
浴
料
の
一
部

を
助
成
し
て
い
ま
す
が
、
高
齢
者
の

利
用
者
負
担
に
つ
い
て
改
定
を
行
い

ま
し
た
。

　
改
定
前
1
0
0
円
　
　
　
改
定
後

　
1
5
0
円

②
一
般
入
浴
助
成
事
業
の
使
用
料
の

　
改
正

　
町
は
、
町
民
が
町
内
の
入
浴
施
設

を
利
用
す
る
場
合
に
使
用
す
る
こ
と

が
で
き
る
入
浴
券
の
発
行
を
行
っ
て

い
ま
す
が
、
こ
の
入
浴
券
の
料
金
に

つ
い
て
改
定
を
行
い
ま
し
た
。

 

改
定
前
3
7
0
円
　
　
　
改
定
後

　
4
2
0
円

（１）
検
討
事
項
の
う
ち
検
討
の
結
果
実

　
施
し
た
も
の

①
　
議
員
報
酬
に
つ
い
て
、
平
成
19

　
年
度
か
ら
期
末
手
当
の
20
％
削
減

　
を
実
施
し
て
い
ま
す
が
、
議
員
報

　
酬
等
検
討
協
議
会
の
検
討
を
経
た

　
上
で
、
平
成
22
年
度
に
つ
い
て
、

　
更
に
報
酬
と
期
末
手
当
の
総
額
の

　
10
％
相
当
額
を
期
末
手
当
か
ら
削

　
減
す
る
こ
と
と
し
ま
し
た
。
　
　

（２）
検
討
事
項
の
う
ち
引
き
続
き
検
討

　
す
る
も
の

①
　
保
育
所
の
統
合
の
検
討

②
　
町
立
洞
爺
高
校
の
あ
り
方
に
つ

　
い
て
の
検
討

 

財
政
健
全
化
団
体
と
し
て
、
財
政
再
建
へ
の
新
た
な
一
歩
を
踏
み
出
す
こ
と
と
な
っ
た
洞
爺

湖
町
の
平
成
21
年
度
決
算
が
確
定
し
ま
し
た
。
「
地
方
公
共
団
体
の
財
政
の
健
全
化
に
関
す
る

法
律
」
の
規
定
で
は
、
各
年
度
の
決
算
と
の
関
係
を
明
ら
か
に
し
た
財
政
健
全
化
計
画
の
実
施

状
況
を
議
会
に
報
告
し
、
か
つ
、
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

 

計
画
初
年
度
と
な
る
平
成
21
年
度
の
実
施
状
況
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　
　
成
21
年
度
決
算
は
、
合
併
後
5

　
　
年
目
の
決
算
と
な
り
ま
す
。
合

併
以
来
、
事
務
事
業
の
見
直
し
に
よ

る
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
適
正
化
と
行
政

コ
ス
ト
の
縮
減
、
職
員
数
の
適
正
化

や
職
員
給
与
の
独
自
削
減
等
の
内
部

管
理
経
費
の
削
減
な
ど
を
行
っ
て
き

ま
し
た
。
し
か
し
、
当
町
は
公
債
費

等
（
借
金
の
返
済
）
が
今
後
も
多
額

で
推
移
す
る
こ
と
か
ら
、
平
成
18
年

度
に
公
債
費
等
を
適
正
に
管
理
す
る

平平
成
21
年
度
決
算
に
係
る
健
全
化
判
断
比
率
は
、
す
べ
て
計
画
値

よ
り
良
い
結
果
と
な
り
ま
し
た
。

財
政
健
全
化
計
画
の

平
成
21
年
度
実
施
状
況
を
公
表
し
ま
す

財
政
健
全
化
計
画
の

平
成
21
年
度
実
施
状
況
を
公
表
し
ま
す

財
政
健
全
化
計
画
の

平
成
21
年
度
実
施
状
況
を
公
表
し
ま
す

そ
の
他
財
政
の
早
期
健

全
化
に
必
要
な
事
項
の

措
置
の
実
施
状
況

具
体
的
な
措
置
の

実
施
状
況

高齢者の入浴料と一般入浴券の料金の
改定を計画どうり実施しました。

財政健全化計画における平成21年度中の
効果計画額と実績額との比較

効　　果　　額

計　画　額
項　　　　目

２ ２

実　績　額

町税等の歳入確保と
負担の適正化

■健全化判断比率の状況

※平成22年度以降の推計値については、現時点での見通しになりますが、９月議会の補正予算で計上した地

　方債の繰上償還を実施することにより、平成24年度決算としていた財政健全化団体からの脱却を、１年前

　倒しして平成23年度決算で脱却できる見通しとなりました。

各健全化判断比率の（　）内の数値は、早期健全化基準の数値です。

計画初年度
の 前 年 度

計画初年度
（平成21年度）

平成22年度
（第２年度）

平成23年度
（第３年度）

平成24年度
（第４年度）

年　　度

健全化判断比率 実績値 計画値 実績値 計画値 計画値 計画値

実 質 赤 字 比 率

連結実質赤字比率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

－

（15.00）

－

（20.00）

29.8

（25.0）

240.3

（350.0）

－

（15.00）

－

（20.00）

28.5

（25.0）

212.1

（350.0）

－

（14.98）

－

（19.98）

28.3

（25.0）

198.4

（350.0）

－

（15.00）

－

（20.00）

27.3

（25.0）

221.7

（350.0）

－

（15.00）

－

（20.00）

25.2

（25.0）

212.5

（350.0）

－

（15.00）

－

（20.00）

23.9

（25.0）

204.1

（350.0）


